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費用便益評価の精緻化等について

2025年2月21日

広域系統整備委員会事務局

第87回広域系統整備委員会
資料1
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2本日ご議論いただきたい事項

◼ 第84回広域系統整備委員会（2024.10.25）において、費用便益評価の精緻化等について、検
討の方向性をお示しし、ご議論いただいた。

◼ 今回は、貨幣価値項目に関して、前回の本委員会にてご議論いただいた内容を踏まえた具体内容の
事務局案について、ご議論いただきたい。

※非貨幣価値項目については、次回以降の本委員会で審議
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4（参考）費用便益評価の精緻化等に係る検討の視点（貨幣価値項目）

検討項目 主な検討の視点
検討の
方向性

検討
番号

シミュレーションに
用いる変数の見直し

最新想定への反映
（燃料費等※の単価の更新）

• 燃料費等の単価の設定時点と評価時点
が大きくずれると、為替や物価指数等が
変化し、燃料費等の単価も変わるのでは
ないか

早期に
具体化

(1)

実勢価格の反映 • 物価変動により、コストが変動すれば、同
様に便益も変動するのではないか

早期に
具体化

(2)

CO2対策コストの設定 • CO2対策コストには幅があり、真のCO2
対策コストはもっと高いのではないか

早期に
具体化

(3)

シミュレーションの
設定条件の精緻化

系統制約の緩和効果
の追加

• 1回線作業時の系統制約の緩和効果が
あるのではないか

早期に
具体化

(4)

※CO2対策コスト

◼ 費用便益評価の精緻化については、これまで本委員会や国の審議会において、様々なご意見をいた
だいた。それらご意見を貨幣価値項目と非貨幣価値項目に分けて整理した。

◼ 貨幣価値項目については、主にシミュレーションに用いる変数の見直しと、シミュレーションの設定条件の
精緻化に関するものがあった。現在シミュレーションに用いている変数や設定条件の見直しにより対応
可能な以下の項目について、早期に検討を進め、具体化したい。

第84回 広域系統整備委員会
(2024/10/25) 資料1



5（参考）第84回本委員会で貨幣価値項目の精緻化等についていただいたご意見

《最新想定への反映》

⚫ 第７次エネ基を踏まえると、需要サイドはシナリオによってかなり幅がある。特にデータセンター需要等も考えるとB/C
の説明が難しい面はあると思うが、需要サイドの幅を設定して分析をしていくことは必要ではないか。

⚫ 将来の系統増強後、約20年から40年の便益を正確に評価するには最新値に更新することは重要だと思う。燃料
費やCO2対策費用について、最新化する事務局の整理には賛同する。

《燃料費とCO2対策コストの設定》

⚫ 今回記載されている排出権購入費用は、少し狭い意味の捉え方でありミスリーディングに繋がるのではないか。発電
コストWG資料にあるようなCO2対策費用の考え方が自然で妥当な捉え方。CO2の環境外部費用、環境負荷の
費用というものを、社会的な費用として位置づけて、その幅も含めて費用便益評価に反映すべき。

⚫ 2050年でネットゼロエミッションにするための帰属価値としてのCO2価格は、本来相当な価格になるはずだが、ここに
織り込まれている価格が、それに比べて相当に低い水準になっている。恣意的に変なことをしたのではないことは十分
理解しているが、そうなっているということの認識が必要。

⚫ 委員会等の客観的な数字を用いるのは良いが、もし仮に、引用元の委員会等の値が変な値や低すぎる値を出して
しまっていたとすると、本来の合理的かつ社会的な限界費用が反映されたものに比べて著しく低い値になることに繋が
る。この場合、重要なインフラ投資にも悪影響を与えることを引用元の委員会では認識が必要。

⚫ CO2価格は将来のシナリオによって単価が大きく変動する要素でもあるので、WEOの最新知見などを参照しながら、
CO2だけではなく燃料費とセットとするのかも含めてご検討いただきたいと思う。

《実勢価格の反映》

⚫ 便益に比べ、コスト側の方が足元の物価や為替の大きな変動による不確実性に敏感に触れやすいのではないか。
発電コストWG値と実際の足元の数値が解離すると、コスト側の方が大きく出てしまう可能性もある。想定価格につ
いて、足元で大きな物価変動や価格変動みたいなものを考慮して補正をかけるような仕組み等は考えられないか。
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7貨幣価値項目：シミュレーションに用いる変数の見直し

◼ 燃料費・CO2対策コストの費用構成について、第7次エネルギー基本計画の検討に際して設置された発
電コスト検証ワーキンググループ（以下、「発電コストWG」と言う。）の「発電コスト検証に関するとりまと
め」（2025年2月6日）における費用構成を参照する（下図）。

◼ 以降では、検討項目ごとにその検討の具体内容について考え方を整理する。

石油石炭税

CO2
対策コスト

燃料費
燃料費（CIF）

燃料諸経費 燃料諸経費

CO2排出権購入費用

CO2輸送貯留費用

マスタープラン等における燃料費・CO2対策コストの費用構成（固定費部分を除く）

（出典）発電コスト検証ワーキンググループ 「発電コスト検証に関するとりまとめ」（2025年2月6日）をもとに本機関にて作成

検討項目 主な検討の視点 検討の具体内容

(1) 最新想定への反映
• 燃料費等の単価の設定時点と評価時点が大
きくずれると、為替や物価指数等が変化し、燃
料費等の単価も変わるのではないか

• 燃料価格（CIF）の設定と幅の考え方

(2) 実勢価格の反映
• 物価変動により、コストが変動すれば、同様に
便益も変動するのではないか

• CO2輸送貯留費用、燃料諸経費の補正方法

(3) CO2対策コストの設定
• CO2対策コストには幅があり、真のCO2対策コ
ストはもっと高いのではないか

• CO2排出権購入費用の設定と幅の考え方
• CO2輸送方法の設定の考え方
• 燃料価格とCO2排出権購入費用の組合わせ

シミュレーションに用いる変数の見直しに係る検討項目と検討の具体内容



8
貨幣価値項目：シミュレーションに用いる変数の見直し (1) 最新想定への反映

燃料費（CIF）

◼ マスタープランでは、燃料価格は世界情勢等の変化により大きく変動し、単一の燃料単価をそのまま使用
するとシナリオが実態と乖離する可能性があるため、現状の燃料価格水準を基準に、幅を持って評価した。

◼ 具体的には、低下ケースは、将来の燃料価格が低下する推計であった発電コストWG（2021）の推計
値、高騰ケースは、現状の燃料価格水準に低下ケースとの差を上振れ分として加算した。

◼ 今回の発電コストWG（2024）でも将来低下するという推計であることから、マスタープランと同様に発
電コストWG（2024）の推計値を低下ケースとしてはどうか。

◼ 高騰ケースは、22～40年間の評価の諸元であることを考慮して、単年ではなく、一定程度の高騰が継
続した期間の平均（具体的には３年）を用いることとし、この低下～高騰ケースの幅で評価することとし
てはどうか。
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LNG:65,489円/t

石油：68,531円/kL

石炭：13,089円/t

高騰ケース（2022~2024年平均）
石炭 33,335（円/t）
LNG 103,614（円/t）
石油 80,385（円/kL）

（出典）財務省貿易統計を基に当機関にて作成

（円/t、円/kL）

低下ケース（発電コストWG）



9（参考）マスタープランにおける燃料価格

広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）別冊（資料編）に一部加筆



10（参考）発電コストWGのシナリオ

◼ 発電コストWGの報告においては、長期かつ日本のトレンドが掲載されている国際エネルギー機関（以下
「IEA」という。）が刊行する最新の「World Energy Outlook 2024（以下「WEO2024」と言う。）」
を利用し、燃料価格、CO2排出権購入価格を推計している。

◼ 2024年の発電コスト検証WGでは、現在公表済みの各国の政策を加味したシナリオと位置づけられてい
るSTEPSシナリオ（Stated Policies Scenario：公表政策シナリオ）を基本とし、参考として、各国政
府によるエネルギーと気候に関する目標が全て予定どおりに達成されるシナリオであるAPSシナリオ
（Announced Pledges Scenario：表明公約シナリオ）も示されている。

発電コスト検証に関するとりまとめ
(2025/2/6)
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＜2023年暦年のコストを2024年度上期の実質値に補正する例＞

2023年デフレーター(建設総合)平均
＝122.6 ・・・（A）

◼ CO2輸送貯留費用や燃料諸経費（石油石炭税除く）は、物価や労務費の影響を受けることから、こ
れらを包括するデフレーター（建設総合）により、発電コストWGのコスト（2023年実質値）を補正し、
足元の物価等の影響を反映してはどうか。

年 月 建設総合

2023年 1月 120.8
2023年 2月 120.6
2023年 3月 122.1
2023年 4月 121.6
2023年 5月 122.3
2023年 6月 123.5
2023年 7月 123.1
2023年 8月 123.3
2023年 9月 122.6
2023年 10月 123.5
2023年 11月 124.1
2023年 12月 123.9
2024年 1月 123.2
2024年 2月 123.5
2024年 3月 125.2
2024年 4月 125.9
2024年 5月 128.8
2024年 6月 128.6
2024年 7月 130.4
2024年 8月 127.6
2024年 9月 127.2
2024年 10月 127.0

2024年度上期デフレーター(建設総合)平均
＝128.1 ・・・（B）

2024年度上期実質値 ＝ 2023年暦年費用 × （B）/（A）
＝ 2023年暦年費用 × 1.045

※ 建設工事費デフレーター（2015年度基準）より抜粋
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/jouhouka/content/deftsuki_2410.xlsx

貨幣価値項目：シミュレーションに用いる変数の見直し (2) 実勢価格の反映

CO2輸送貯留費用・燃料諸経費



12（参考） CO2輸送貯留費用・燃料諸経費への実勢価格の反映

第84回 広域系統整備委員会
(2024/10/25) 資料1
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CN実現を見据えた環境外部
費用として、EU-ETSのAPSシ
ナリオを上振れ側として考慮

◼ CO2排出権購入費用は、CCSで分離回収しきれなかったCO2の排出権を購入するとした場合の費用で
あり、2050 年カーボンニュートラル実現に向けた政策の実施に伴い、将来負担が生じると想定される社
会的費用（環境外部費用）を内部化するもの。

◼ 発電コストWGと同様にEU-ETSの公表政策シナリオ（STEPSシナリオ）を基本としつつ、日本が2050
年カーボンニュートラルを宣言していることから、今後更なる政策が実施されうることを踏まえた表明公約シ
ナリオ（APSシナリオ）を上振れケースとし、下振れは考慮しないことでどうか。

貨幣価値項目：シミュレーションに用いる変数の見直し (3) CO2対策コストの反映

CO2排出権購入費用

発電コスト検証に関するとりまとめ
(2025/2/6)より抜粋一部加筆

STEPS：公表政策シナリオ。エネルギー、気候、関連産業政策を含む現在の
政策設定に基づくシナリオ。

APS ：表明公約シナリオ。各国政府によるエネルギーと気候に関する目標が
全て予定どおりに達成されるシナリオ。



14（参考）発電コスト検証WGにおけるCO2対策費用の考え方

発電コスト検証に関するとりまとめ(2025/2/6)
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◼ 現状、CCSについては、CO2輸送方法としてパイプライン・船舶、貯留エリアとして国内に加え海外も想
定されており、発電コストWGでは、パイプラインと船舶の２ケースがCO2輸送方法として示されている。

◼ また、2040年度におけるエネルギー需給の見通しのCCS活用シナリオでは、国内貯留0.5億トン程度、
海外貯留0.7億トン程度と想定している。

◼ 現時点で個別の発電所ごとにCO2輸送方法を設定することは困難であるため、国内貯留はパイプライ
ン、海外貯留は船舶と仮定し、CO2輸送費用としては、国内・海外の貯留量の加重平均としてはどうか。

貨幣価値項目：シミュレーションに用いる変数の見直し (3) CO2対策コストの反映

CO2輸送貯留費用

第68回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会
(2024/12/25) 資料2発電コスト検証に関するとりまとめ(2025/2/6)
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貨幣価値項目：シミュレーションに用いる変数の見直し (3) CO2対策コストの反映

燃料価格とCO2排出権購入費用の組合わせ

◼ 発電コストWGで参照しているWEO2024では、2050年に向けて、燃料価格が低下しCO2排出権取引
価格が上昇する想定となっているが、燃料価格は様々な要因で変化することから、WEO2024以外の各
国政府や国際機関等のレポートには、2050 年にかけて上昇する想定もある。

◼ このように必ずしもWEO2024と同様の傾向になると限らないことから、燃料価格の幅とCO2排出権購入
費用の幅の組み合わせは、それぞれの最大・最小の幅で評価してはどうか。
＜燃料費（CIF）との組み合わせ＞
上限：燃料費（CIF）高騰＋CO2排出権購入費用（APSシナリオ）
下限：燃料費（CIF）低下＋CO2排出権購入費用（STEPSシナリオ）

発電コスト検証に関するとりまとめ
(2025/2/6)より抜粋



17（参考）WEO2024の燃料シナリオ

STEPS ：公表政策シナリオ。エネルギー、気候、関連産業政策を含む現在の政策設定に基づくシナリオ。
APS ：表明公約シナリオ。各国政府によるエネルギーと気候に関する目標が全て予定どおりに達成されるシナリオ。
NZE ：地球温暖化を1.5℃に抑える2050年までのネット・ゼロ・エミッションシナリオ。

◼ 発電コストWGが参照しているWEO2024では、将来低下する推計となっている。

発電コスト検証に関するとりまとめ
(2025/2/6)より抜粋
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◼ マスタープランにおいては、平常時の系統制約を用い広域メリットオーダーシミュレーションを行っているが、
作業時や事故時の系統制約は反映していない。

◼ 広域連系系統の場合、事故による系統制約は、発生確率が低く影響は小さいと考えられるが、作業時の
系統制約は、作業期間が長期にわたる場合にはその影響が一定程度考えられる。

◼ このため、作業時の系統制約の緩和効果を便益として算定できるよう、今後は作業時の系統制約を
反映してはどうか。

連系線潮流
（kW） 系統整備による系統制約の緩和効果

(系統整備前後の潮流(kWh)の差)

WithoutWith

１回線停止作業

運用容量の制限がない場合の潮流デュレーション

時間（h）WithoutWith

常時

系統制約の緩和効果（１回線停止作業）のイメージ

運用
容量

✓ 系統制約の緩和効果は、系統整備前後の潮流の差として表れる

✓ 常時（図右側の青部分）に比べ、作業時（図右側の緑部分）の方が系統整備前後の潮流の差が大きい

第84回 広域系統整備委員会
(2024/10/25) 資料1より抜粋

貨幣価値項目 ：シミュレーションの設定条件の精緻化
(4) 系統制約の緩和効果の追加



20（参考）系統制約の緩和効果の便益への反映方法

◼ 平常時と、系統制約（制約内容・期間）を反映させたシミュレーションの両方を実施し、作業期間に応
じてこれらを組み合わせ、作業時の系統制約の緩和効果を便益として算定する。

＜１回線停止作業を織り込んだ便益計算方法のイメージ＞
・評価期間 2030～2069年（40年）
・作業内容：１回線停止
・作業期間：年間100日 × 10年（2035～2044）

【平常時系統】 【一回線停止あり】



𝑡=2030

2069

A𝑡

2030、2050断面の平常系統でのシミュ
レーション結果に基づいた便益を線形補完し、
2030～2050年の各年便益Atを推計
（2050年以降は一定と仮定）

便益
（円）

便益
（円）



𝑡=2030

2069

B𝑡

2030、2050断面の年間100日一回線停
止時のシミュレーション結果に基づいた便益
を線形補完し、2030～2050年の各年便益
Btを推計（2050年以降は一定と仮定）

〔作業計画を考慮した評価期間の合計便益〕

= 

𝑡=2030

2034

A𝑡 

𝑡=2035

2044

B𝑡 

𝑡=2045

2069

A𝑡+ +

2030 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・50 ・・20692030 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・50 ・・2069

A2030

A2050

B2030

B2050

A2069

B2069
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22今後の費用便益評価について

◼ 今回、費用便益評価の精緻化等の方法のうち、貨幣価値項目に関し、具体的内容をお示しした。

◼ 以降の費用便益評価においては、今回の内容を踏まえた精緻化等を反映させ評価していくこととしつ
つ、今回お示しした内容をより適当なものとしていくため、新たな項目や考え方などについて継続的に考
えていくこととしたい。

検討項目 検討の具体内容 検討結果のまとめ
検討
番号

シミュレーションに
用いる変数の見
直し

最新想定への
反映

• 燃料価格（CIF）の設
定と幅の考え方

• 高騰ケース：高騰が一定程度（3年）継続した期間の平均
低下ケース：現状から低下する将来推計である発電コスト
WGの推計値

(1)

実勢価格の反映
• CO2輸送貯留費用、燃
料諸経費の補正方法

• 物価や労務費を包括しているデフレータ（建設総合）により
補正

(2)

CO2対策コストの
設定

• CO2排出権購入費用
の設定と幅の考え方

• CO2輸送方法の設定の
考え方

• 燃料価格とCO2排出権
購入費用の組合わせ方

• 2050カーボンニュートラルを踏まえ、更なる政策が実施される
シナリオ（APSシナリオ）での想定値を上振れとして設定

• 国内貯留分をパイプライン、海外貯留分を船舶輸送と仮定し、
エネルギー見通しのシナリオの貯留量比率で加重平均

• 燃料価格は様々な要因で変化することから、燃料価格の幅と
CO2排出権購入費用の幅の組み合わせは、それぞれの最
大・最小の幅で評価

(3)

シミュレーションの
設定条件の
精緻化

系統制約の緩和
効果の追加

• 1回線作業時の系統制
約の緩和効果の考え方

• 1回線作業時の系統制約をシミュレーションに反映 (4)

貨幣価値項目の精緻化等に係る具体内容のまとめ


